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第 1部 ｢帝国主義成立期のイギリス鉄鋼業｣ においては‥近代的独占形成の主軸たる鉄鋼業の生産構造,
市場構造および資金調達機構について考察されている｡ はじめに, ベッセマ～法, シーメンス ･マルタソ







ついで, 市場構造が検討され,19世紀末以来の鉄鋼輸入の急増による海外競争の激化は, 一面, 低価格
の輸入鋼塊を加工する中小単圧企業の競争力をむしろ強化する結果をもたらし, 輸入 トー マス鋼塊 ･半成
品のかなりの部分がイギリスで加工されて再輸出され, イギリスとヨーロッパ大陸間に一種の国際分業体
制を形成したが, 他面, イギリスにおける塩基性製鋼への移行を遅れさせ, 普通鋼大量生産の発展をおし
とどめて, 銑鋼一貫の大混合企業の形成を後退させる作用を有したことが指摘される｡ つまり, 競争の激
化が生産の集積を促進し, 独占の形成を招来するものと理解する単純な視点ではイギリスに独自な事態は
捉えられないことが示唆されているのである｡





ものであったという｡ しかし, 鉄鋼業内部で普通株が保有され, 鉄鋼企業相互間, 関連産業企業との問の
株式保有にもとづく支配関係はかなりの進展を示し, これが人的連繋に補強されて, イギリス鉄鋼業の独
占的方向への市場再編成を招来する基礎が生み出された点に止目さるべきことが指摘されている｡
第2部 ｢両大戦問の発展と構造変化｣ においては, まず, 1920年代の企業合同運動, なかんずく垂直的
結合の展開について考察が加えられ, 1929年恐慌の襲来にともない, 大銀行の主導のもとに企業の整理 ･
統合すら推進され, 大銀行が鉄鋼業の再編成と密接なつながりをもつにいたったことが指摘される｡ しか






企図の結実として捉えられるのである｡ こうして, 本論文によれば, 保護関税のため中小単圧企業の競争
力の基礎は掘り崩されて, 銑鋼一貫の大混合企業の地位が補強され, 1934年の鉄鋼業のカルテル組織の中
央機関たるイギリス鉄鋼連盟の設立によって, イギリス鉄鋼業の独占体制は終局的に確立されたものと捉




第3部 ｢『プラニソグ』体制の発展｣ においては, 第2次世界大戦中から1950年代末にいたるまで, イ
ギリス鉄鋼業の独占体制が政府統制下にどのような展開をとげたかについて, 特に鉄鋼国有化問題の経絡




拡充計画にもとづき, 第 1次鉄鋼委員会の統制下に戦後再建の骨組みが形成された｡ 戦後第2期は1951年
に実現された鉄鋼国有化にはじまる｡ しかし, 1950年10月に設立されたイギリス鉄鋼公社はわずかに8カ
月間存続したにすぎず, 1951年10月の総選挙における労働党の敗北にもとづいて, 保守党政権下に鉄鋼国
有化は中止され, 民有還元が実施されることになる｡ こうしてはじまる戦後第3期には, 1953年の鉄鋼事
業法にもとづき, 第 2 次鉄鋼委員会が統制政策の主軸となり, その ｢自治的｣ プラニングが展開されるこ
とになる｡
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
本論文は, 基幹産業として鉄鋼業に焦点を定めて, 第 1 次世界大戦前から第 2 次世界大戦後にいたるま
でのイギリスの独占体制の史的展開を, 独自の問題意識にもとづいて追跡することに成功を収めている｡













なおたちいって解き明かさるべきであろう｡ 本論文は, こうした問題を残しているとしても, イギリス鉄
鋼業における独占体制の史的展開にかんして新たな問題的視点と精赦な実証的成果とを提示している｡
よって, 本論文は経済学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
▲､←
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